
＜事業の背景・内容＞

○我が国において原子力を利用するに当たり、原子力規制委員

会は、常に世界最高水準の安全を目指すべく、原子力に対する

確かな規制を行っています。

○今後も原子力規制を着実に実施していくためには、原子力規制

委員会職員のみならず、広く原子力安全及び原子力規制に必

要な知見を有する人材を育成・確保していくことが重要です。

○このため、国内の大学等と連携し、原子力規制に関わる人材を

効果的・効率的・戦略的に育成することを目的とした人材育成

事業を推進します。

＜事業のスキーム、具体的な成果イメージ＞

○事業のスキーム

○実施体制

原子力規制人材育成事業
令和元年度当初予算額 ３．６億円（３．８億円）

担当課室：長官官房人事課

○具体的事業

・原子力規制委員会が定めた規制基準等に関連する科学

的・技術的知見を、原子力施設の設計・管理や安全確保
に着実に適用できる人材を育成するための教育研究プロ
グラム（安全規制（Safety）のみならず、核セキュリティ（
Security）、保障措置（Safeguards）も含む）

・国際的な仕組みや国際標準の検討に参画し、我が国で

実施されている原子力規制に最新の国際的な知見を取り
入れるための教育研究プログラム

・東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえた

中長期的な廃炉技術、環境モニタリングなどを、原子力規
制の観点を十分に取り入れた技術とするために必要な知
見に関する教育研究プログラム

・原子炉のみならず、多様な放射線利用と人間・環境・放射

線との関わり、放射線防護などに関する知識・実践にか
かる教育研究プログラム

・他の分野（地震・津波・火山等の自然科学、一般産業の安

全に関わる理工学、リスクコミュニケーション等の社会科
学など）の技術や知見を原子力規制や原子力安全に活か
すことができる人材を育成するための、分野横断的な学
際的教育研究プログラム
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